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１ 個別施設計画策定の趣旨及び概要                      

１．１ 策定の趣旨                             

 本計画は、魚津市公共施設等総合管理計画（令和元年５月改訂版。以下、「管

理計画」という。）に基づき、施設類型ごとの具体的な方針や長寿命化計画など

を示すものです。 

魚津市における公共施設等総合管理の概念図 

 

 

 

 

 

 

 

 

１．２ 対象施設                              

 対象施設は、管理計画における「公民館・コミュニティセンター」とします。 

 

１．３ 計画期間                              

 計画期間は、20年間とします。 

 

１．４ 進行管理                              

 本計画に基づく進捗確認を毎年度行い、達成状況や財政状況などを踏まえて対

策内容と実施時期を見直すことにより、計画的な改修等に努めます。 



2 

 

２ 施設の状況                                                     

２．１ 老朽化の状況及び改修状況                                           
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２．２ 位置図                               

 

 

天神公民館 道下公民館 

経田公民館 

村木公民館 

西布施公民館 加積公民館 

片貝コミュニティ

センター 

下中島公民館 

松倉公民館 

大町コミュニティ

センター 

上中島公民館 

上野方公民館 

本江公民館 



4 

 

２．３ 施設の利用状況及び収支の状況                                          

 公民館・コミュニティセンター施設を維持・更新していくために運営費に対する使用料収入を高める必要があります。これについ

て、令和 3 年 4 月から施設を利用する人が費用を負担する受益者負担を導入することとし、使用料を徴収することとします。
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３ 個別施設の方針                              

３．１ 施設の役割                             

公民館・コミュニティセンター施設は、教育、学術及び文化に関する各種事業

を行い、また住民の教養の向上、健康の増進、情操の純化を図り、生活文化の振

興、社会福祉の増進に寄与することを目的とした地域住民の交流や生涯学習活動

などが行われる多様な活動の拠点であり、また非常災害時には、地域住民の避難

所としての役割を果たすことから、その安全性の確保が極めて重要な施設です。 

 

３．２ 現状と課題                             

現在、公民館・コミュニティセンターは、耐震化をはじめ、老朽化、バリアフ

リー化、情報化、環境への配慮、多様な生涯学習活動等への対応などの様々な課

題を抱えています。これらの課題を解決するために、より効率的に適切な維持・

改善を図っていく必要があります。 

 

３．３ 今後の考え方                            

①施設の方針（魚津市公共施設再編方針（令和元年度改訂版）抜粋） 

＜再編方針＞ 目標年度：長期（Ｒ21） 

○耐震性がない施設の移転、建替えを優先して進める。 

○耐震性がある施設は、長期的な視野に立って施設の整備・補修計画を策定

し、施設の長寿命化を図りながら、引き続き維持していく。 

○施設の老朽化を見据えて、既存施設への移転、建替えを計画的に実施するも

のとし、地域の公共施設を中心に機能集約を行うものとする。 

○順次、コミュニティセンター化及び指定管理者制度の導入を目指す。 

 

②対策の優先順位の考え方 

 耐震改修が必要かつ未実施の施設の対策を最優先で実施します。 

 基本的には、建築年度又は長寿命化改修実施年度からの経過年数が大きい施設
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から優先的に対策を実施するものとしますが、点検結果や施設の利用状況等の要

因により実施時期が前後する場合があります。 

 また、市の財政状況を見ながら、対策に係る経費が平準化されるよう、計画的

に対策を実施するものとします。 

 

③保有総量の抑制について 

 社会情勢の変化をふまえ、サービス水準を出来る限り維持しながら公共施設の

総量を抑制するため、施設の維持更新にあたり、機能集約や複合化を検討します。 

 

④施設の長寿命化について 

 施設の長寿命化を図るため、事後保全的な維持管理から予防保全的な維持管理

に転換します。 

 施設の目標使用年数を 60年以上とし、施設の長寿命化改修は建築年度から 20年

及び 40年を経過する年度から５年以内を目途に実施するものとします。 

 

⑤社会的なニーズへの対応について 

 施設の長寿命化改修に併せ、バリアフリー化、ユニバーサルデザイン化、施設

の脱炭素化等に係る改修を実施するものとします。 

 ただし、経費の平準化や社会的要請の高まり等の要因により個別に対応を実施

する場合があります。 

魚津市としては、全公民館のコミュニティセンター化を目指しており、これに

ともなって現在総合的な整備が求められています。また公民館やコミュニティセ

ンターにおいて、各地区を活性化していくために、それぞれの特性を生かした活

動を展開していくことが重要であり、同時に住民の施設に対するニーズにも対応

した施設整備が必要となってきます。
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 ３．４ 対策内容と実施時期                                              

  

㊿

事務所棟 ㊿

屋内運動場棟 ㊿

3 下中島公民館 事務所棟 ㊿

㊿

㊿

㊿

460 55 百万円（建築工事等）

24 百万円（解体）

事務所棟 11

屋内運動場棟

9 加積公民館
（農村環境改善センター含む）

事務所棟

10 道下公民館 事務所棟 ㊿

11 経田公民館 事務所棟 ㊿

事務所棟 ㊿

屋内運動場棟

事務所棟

屋内運動場棟 ㊿

クラブハウス

1
大町
コミュニティセンター

事務所棟

8
片貝
コミュニティセンター

12 天神公民館

13 西布施公民館

6 上野方公民館 事務所棟

7 本江公民館 事務所棟

4 上中島公民館 事務所棟

5 松倉公民館 事務所棟

R19 R20 R21 R22 R23

2 村木公民館

R13 R14 R15No 施設名称 R4 R5 R6 R16 R17 R18R7 R8 R9 R10 R11 R12

適切な維持管理・改修等を実施し、長寿命化を図る

★60年経過

建替え・機能集約等の検討

小学校利活用・建替え・機能集約等の検討

建替え・機能集約等の検討

長寿命化により使用期間を延伸

長寿命化により使用期間を延伸

長寿命化により使用期間を延伸

長寿命化により使用期間を延伸

長寿命化により使用期間を延伸

長寿命化により使用期間を延伸

長寿命化により使用期間を延伸

★60年経過

★60年経過

★60年経過

長寿命化により使用期間を延伸

適切な維持管理・改修等を実施し、長寿命化を図る

適切な維持管理・改修等を実施し、長寿命化を図る

適切な維持管理・改修等を実施し、長寿命化を図る

適切な維持管理・改修等を実施し、長寿命化を図る

★60年経過

適切な維持管理・改修等を実施し、長寿命化を図る

適切な維持管理・改修等を実施し、長寿命化を図る

適切な維持管理・改修等を実施し、長寿命化を図る

適切な維持管理・改修等を実施し、長寿命化を図る

適切な維持管理・改修等を実施し、長寿命化を図る

適切な維持管理・改修等を実施し、長寿命化を図る

適切な維持管理・改修等を実施し、長寿命化を図る

適切な維持管理・改修等を実施し、長寿命化を図る

建替え・機能集約等の検討

（空調・高圧受電設備・LED化更新工事）
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 ※ 丸数字は、減価償却資産の耐用年数（公民館（RC造）の場合は 50年）を表し

ています。 

 ※ 本計画は、適切な長寿命化改修を実施することにより、減価償却資産の耐用

年数を超えて施設を利用することを目指すものですが、老朽化度調査等の結果

を基に、長寿命化改修の実施有無や利用期間などが変更となる可能性がありま

す。 

 ※ 本計画における長寿命化改修や建替え等については、市の財政状況を見なが

ら、対策に係る経費が平準化されるよう、計画的に対策を実施するものとしま

す。 

 

３．５ 対策費用                              

 計画期間における概算費用は、施設類型全体で約 28億円です。 

 ただし、現在の市の財政状況では全ての対策を実施することは困難なため、市

の公共施設全体で統廃合や複合化を更に推進し、総量縮減を図る必要があります。 


